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立地適正化計画について

●立地適正化計画は、全国的な人口減少や高齢化に対応したまちづくりを進めるべく、都市再生特別措置法が改正
され、平成26年に制度化されたものです。

●本計画により、商業・医療・福祉などの民間施設を含めた各種生活サービス機能や住居等を計画的に誘導すると

ともに、公共交通の充実により、生活サービス機能へアクセスしやすい環境を整えることで、コンパクト・プラ

ス・ネットワーク型のまちづくりを目指すものです。

立地適正化計画とは？

急傾斜地崩壊危険区域・土砂災害特別警戒区域は、居住

誘導区域外となります。
詳細な位置は千葉県東葛飾土木事務所にてご確認くださ
い。

1４ お問い合わせ先：松戸市 街づくり部 都市計画課 電話 047-366-7372

松戸市の誘導区域図

左記以外
の行為

届出不要

①開発行為 （都市計画法第4条第12項）
●3戸以上の住宅等の建築目的の開発行為
●1戸又は2戸の住宅等の建築目的の開発行為で、その規模が1,000㎡以上のもの

②建築等行為
●3戸以上の住宅等を新築しようとする場合
●建築物を改築し、又は建築物の用途を変更して3戸以上の住宅等とする場合

※１つの事業に対し、開発時・建築時と２種類の届出書があります。

居住誘導区域内の場合

急傾斜地崩壊危険区域内・土砂災害特別警戒区域内は居住誘導区域外となり、上記の居住誘導区域外の

フローチャートのとおりとなります。位置については、千葉県東葛飾土木事務所にてご確認ください。

届出不要

【開発行為】 【建築等行為】

松戸市立地適正化計画において定められた居住誘導区域外で一定の行為を行う場合は、その行為に着手する日の

３０日前までに届出が必要になります。 ※開発許可・建築確認等の申請前に届出書の提出をお願いします。

②居住誘導区域における届出について
（都市機能誘導区域における届出の有無については、別途確認が必要です。都市機能誘導区域における届出は、ｐ2,3をご確認ください。）

居住誘導区域外の場合

計画している建物が

住宅等の場合 住宅等以外の場合

誘導区域外での誘導施設の整備や住宅開発等の動きを把握するため、都市再生特別措置法の規定により、下記の届
出が義務付けられています。

①都市機能誘導区域における届出

②居住誘導区域における届出

※１つの土地に対し、「都市機能誘導区域における届出」と「居住誘導区域における届出」を
確認する必要があります。次ページより、両方の区域における届出をご確認ください。

立地適正化計画における届出について

居住誘導区域に係る届出フローチャート

凡例

行政区域

市街化区域

居住誘導区域

都市機能誘導区域

都市機能誘導区域
商業・医療・福祉等の都市機能を都市の中心拠点や生活拠点

に誘導・維持し、各種サービスの効率的な提供を図る区域

居住誘導区域
一定エリアにおいて人口密度を維持し、生活サービスや

コミュニティが持続的に確保されるよう誘導すべき区域
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※都市機能誘導区域における届出の有無に
ついては、別途確認が必要です。

①開発行為届出必要
②建築等行為届出必要



①都市機能誘導区域における届出について （居住誘導区域における届出の有無については、別途確認が必要です。居住誘導区域における届出は、ｐ4をご確認ください。）

松戸市立地適正化計画において定められた都市機能誘導区域内・外で一定の行為を行う場合は、その行為に着手する日の３０日前までに届出が必要になります。 ※開発許可・建築確認等の申請前に届出書の提出をお願いします。

左記以外
の行為

都市機能誘導区域外の場合

①開発行為届出必要
②建築等行為届出必要

届出不要

都市機能誘導区域に係る届出フローチャート

①開発行為 （都市計画法第4条第12項）
●誘導施設を有する建築物の建築目的の開発行為

②建築等行為
●誘導施設を有する建築物を新築しようとする場合
●建築物を改築し、誘導施設を有する建築物とする場合
●建築物の用途を変更し、誘導施設を有する建築物とする場合

※１つの事業に対し、開発時・建築時と２種類の届出書があります。
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都市機能誘導区域内の場合

左記以外
の行為

届出不要

左記以外
の行為

休廃止の届出必要

誘導施設を
休止・廃止する場合

計画している誘導施設が、右表の該当する都市機能誘導区域においての位置付けが

ある（○) ない（—)
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■各都市機能誘導区域に位置付ける誘導施設一覧

計画している建物が、右表の“松戸市で定める誘導施設”に
該当する 該当しない

計画している建物が、右表の“松戸市で定める誘導施設”に
該当する 該当しない

①開発行為
●上記と同様

②建築等行為
●上記と同様

※１つの事業に対し、開発時・建築時
と２種類の届出書があります。

【例：広域型商業施設を建築等する場合】 【例：広域型商業施設を休止・廃止する場合】

①開発行為届出必要
②建築等行為届出必要


